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   平成２８年３月１０日 

経 済 産 業 省 

商務流通保安グループ 

ガ ス 安 全 室 

 

ＬＰガス災害対策（１４の対応策）のフォローアップについて 

 

平成２４年３月に総合資源エネルギー調査会液化石油ガス部会において、東日本大震災

を踏まえた今後の液化石油ガス保安のあり方（１４の対応策）が取りまとめられ、これを

受けて、平成２５年３月にＬＰガス消費者地震対策マニュアルの改訂版として「ＬＰガス

災害対策マニュアル」（以下「災害対策マニュアル」という。）を策定したところ。 

自然災害対策については、ＬＰガス関係団体、ＬＰガス販売事業者等は、順次可能なと

ころから実施している状況であり、災害対策マニュアルで奨励した「１４の対応策」のう

ち、「対応策５、８及び１０」について、昨年のアンケートにおいて「対応していない」と

の回答あった都道府県エルピーガス協会（以下「県協会」という。）に対し、その取組状況

について、アンケート調査を実施した。 

 

 なお、各県協会は、地方自治体(市町村)との間において、ＬＰガス等の支援物資の提供

等を行う防災協定の締結を進めており、平成２７年１０月現在で、７９％（平成２６年１

１月時点、６８％）の地方自治体と締結を終え、現在１００％の締結に向け取り組んでい

るところ（所在の都道府県との間においては、すべての県協会において防災協定を締結済

み）。 

「１４の対応策」の具体的な措置の内容については、別紙参照のこと。 

 

１． 災害対策に関する説明会の開催等について 

（１）説明会の開催について 

○これまで会員事業者向けに説明会等を開催した ：１００％ 

 

（２）他の団体が主催した説明会等に参加について 

○これまで県協会事務局として他の団体が主催した説明会等に参加した 

 ：１００％ 

 

２．県協会における対応状況等（すべての項目について複数回答可） 

（１）把握する情報の内容やタイミングの見直しについて〔対応策２関係〕 

○情報の収集及び発信について整備済又は整備に向け対応中 ：１００％ 
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（主な対応内容） 

   ・消費者戸数の把握 

・情報収集タイミングの見直し 

   ・連絡体制の見直し 

 

（２）中核充てん所の整備について〔対応策３関係〕 

○中核充てん所の整備について整備済（全国３４４か所） ：１００％ 

  

（３）企業の枠を超えた点検・調査の推進について〔対応策４関係〕 

○企業の枠を超えた点検・調査の協力体制等について整備済又は整備に向け対応中 

：１００％ 

（主な対応内容） 

   ・災害対策組織の整備 

   ・招集体制の整備 

   ・現地対策本部の連絡体制の整備 

   ・全国ＬＰガス協会との連絡体制の整備 

   ・点検調査のルール整備 

  ・上記の項目について貴協会の要綱又はマニュアルに反映 

 

（４）車両の稼動の確保について〔対応策５関係〕 

○災害時において通行を可能とする緊急車両の指定済又は所轄の警察等と協議す 

る等、対応中 ：本年２月調査：８９％ （昨年２月：７７％） 

（主な対応内容） 

   ・災害時緊急輸送車両の指定・登録 

（取組の状況） 

   ・県協会においては、災害時における緊急車両の指定を受けるため、所轄の警 

察と協議を行っている。なお、車両の指定が困難な県等もある。 

 

（５）容器への鎖等の二重掛け及び容器プロテクターについて〔対応策８関係〕 

○一次被害の防止器具について設置済又は設置に向け対応中 ： 

本年２月調査：９４％ （昨年２月：７４％） 

（主な対応内容） 

   ・容器への鎖又はベルトの二重掛け 

・容器プロテクターの導入 

（取組の状況） 
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・高知県などでは、容器への鎖等の二重掛けについては、当協会による自主基準 

において容器のチェーン掛け等に関する基準を示し、その設置を進めている。 

また、容器プロテクターについては、当協会の自主基準において容器プロテク

ターの点検項目と判断基準を示し、その設置を進めている。 

    ・一方、鎖掛けについては壁の養生等がコスト負担になること（ガス放出防止高

圧ホース等の設置を優先的に行っている等の事情もある）、また、鎖掛けは業務

量が増えるとして、本措置に対し、消極的である配送センターの理解を得るの

に時間を要している。 

 

（６）ＬＰガス容器からのガスの漏えい・放出の防止について〔対応策９関係〕 

○ガス漏えい又は放出の防止器具について設置済又は設置に向け対応中：１００％ 

  （主な対応内容） 

   ・ガス放出防止型高圧ホース 

   ・ガス放出防止器 

   

（７）流出ＬＰガス容器の回収体制の構築について〔対応策１０関係〕 

○自社・協会として、流出容器の回収体制の構築について整備済又は整備に向け対

応中（中核充てん所については除く。） ： 

本年２月調査：７９％ （昨年２月：６２％） 

  （主な対応内容） 

   ・流出容器等処理要綱、マニュアル等の策定 

・回収体制の整備 

（取組の状況） 

 ・流出容器の回収に当たっては、回収容器の置き場スペースの確保が必要となる 

ことから、県協会において、置き場スペースの用地確保の具体化に向け、 

行政に対する協力への働きかけをはじめ、要綱・対応マニュアル等の作成の検 

討に着手している。 

    ・一方、「海岸に面していない内陸等の地形から、大規模な津波等の発生の可能性 

は少ない」、また、「小規模等の容器流失であれば現状で対応が可能」としてい 

る県協会もあり、こうした県協会では具体的な検討を２７年度以降としている。 

 

（８）災害対策訓練の実施等について 

○災害対策の訓練等について実施済又は計画中 ：１００％ 

   ・災害訓練計画等の策定 

 ・災害対策訓練の実施 



                                     

4 

（別紙） 

【14の対応策】 

 

１.情報収集・発信体制の整備 

（対応策その1）日液協ルート等の追加 

エルピーガス協会、日本液化石油ガス協議会及び経済産業省は、現在の、経済産業省

本省から監督部等・都道府県経由とエルピーガス協会経由で都道府県協会をハブとす

る情報収集・発信ルートに加えて、「経済産業省本省～日本液化石油ガス協議会～LP

ガス販売事業者等」のルート（日液協ルート）等を追加する。 

（対応策その２）把握する情報の内容やタイミングの見直し 

 エルピーガス協会、日本液化石油ガス協議会及び経済産業省は、現在の情報収集・発信

の方法について、市町村別の消費者戸数の実数の把握を進めるとともに、被害の大きさ

によっては、連絡が付いたか否か、被害なし・あり・不明の別などを把握できるような

形に切り替えるなど、情報収集要請のタイミングや受け手側での情報共有のあり方も含

めて見直し、情報収集・発信の意義と併せてLPガス販売事業者等に浸透させる。 

 

２・被災後の復旧対応 

（1）通信網の遮断及び停電 

（対応策その３）中核充てん所の整備 

各都道府県協会は、災害時における保安業務を含めた様々な役割の担い手として、自家

発電設備、衛星通信設備、LPガス自動車等を備えた各地域の災害対応の拠点となる「中

核充てん所」を整備する。 

 

（2） 点検・調査 

（対応策その４）企業の枠を超えた点検・調査の推進 

 エルピーガス協会及び経済産業省は、他社の顧客も含めた点検・調査がより多くの地域

で実施されるよう、既に共通ルールが定められている都道府県協会の例を参考に、都道

府県協会であらかじめ定めておくべき取り決め等のひな形を作成し、都道府県協会にお

ける具体化を推奨する。 

 なお、この取り決め等の内容としては、以下のような項目が考えられる。 

  ・応急的な点検・調査と本格的な点検・調査を明確に区分し、特に応急的な点検・調

査についての手順を具体的に定め、自社の顧客か他社の顧客かにかかわらず実施す

ること 

  ・応急的な点検・調査の実施時に販売勧誘活動を行わないこと 

  ・復旧後に本格的な点検・調査や設備工事を要する場合は、原則として契約している
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LPガス販売事業者が実施すること 

（対応策その5）車両の稼動の確保 

 エルピーガス協会及び経済産業省は、緊急車両の指定や燃料供給が円滑に行われるよう、

都道府県協会と自治体や地域の石油関係業者との防災協定等のひな形を作成し、都道府

県協会における具体化を推奨する。 

 

（3） 協力体制 

（対応策その6）防災協定等の見直し 

 エルピーガス協会及び経済産業省は、今回の震災を踏まえた各方面の検討結果も踏まえ

て、支援物資に関する事項の他、避難所の情報、緊急車両の指定、災害時の広報等に関

する事項を追加するなど、現行の防災協定等の改善点を取りまとめて各都道府県協会等

に提示することにより、防災協定等の見直しや新たな締結を推奨する。 

（対応策その7）災害対応のための関係機関による中央連絡会議の設置等 

エルピーガス協会及び経済産業省は、中央におけるエルピーガス協会の役割として、例

えば、被災地の状況に応じた情報収集要員の派遣、関係機関による災害対応のための中

央連絡会議の運営事務局、対応策の提案や応援要員・物資の提示等を位置づける。 

 

（4） 顧客の保安データ等の確保 

（平時からの顧客データの管理方法を例示） 

 

３.設備・機器面における対応 

（1）地震および津波による被害の設備・機器による対応 

（対応策その8）段階：１ 地震及び津波による一次的な物理的被害の防止 

 高圧ガス保安協会及び経済産業省は、地震および津波による、LPガス供給設備等の破損

やLPガス容器の転倒、流出といった一次的な物理的被害防止のための具体的な対策につ

いて検討を深め、その普及を図る。 

 （具体的な対応の事例） 

  ・鎖がけ、ベルトがけの上下二重化等の転倒防止措置の強化の推進 

  ・調整器等の固定の強化の推進 

  ・落下物からの保護のための保護板の設置、容器バルブ保護プロテクターの導入の 

推進 

  ・必要に応じた独立、固定した架台による容器、調整器の固定の推進 

  ・配管用フレキシブル管、PE管の使用促進 

（対応策その9）段階：2 LP ガス容器からのガスの漏えい・放出の防止 

高圧ガス保安協会及び経済産業省は、LPガスの供給設備等の破損やLPガス容器の転倒、
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流出といった一次的な物理的被害が生じた場合におけるLPガスの漏えい・放出の防止の

ための具体的な対策について検討を深め、その普及を図る。 

（具体的な対応の事例） 

  ・マイコンメーター設置の更なる徹底 

  ・ガス放出防止機器の導入の推進 

 

（2）流出 LPガス容器の回収 

（対応策その10）流出 LPガス容器の回収体制の構築 

 エルピーガス協会及び経済産業省は、大規模な災害が起きた場合の流出LPガス容器の回

収・保管作業が円滑に進められるよう、今回の震災で実際に回収・保管を行った都道府

県協会の例を参考に、都道府県協会であらかじめ定めておくべき手順や体制等のひな形

を作成し、都道府県協会における具体化を推奨する。 

（対応策その11）マイコンメーターの復帰対応など正確な情報の普及 

 LPガス安全委員会および経済産業省は、震災によりいったん遮断したマイコンメーター 

についての消費者自らの復帰対応の方法及びその際の留意点などについて、消費者に対

する一層の周知を図る。 

 

４.その他 

（対応策その12）「LPガス消費者地震マニュアル」等の見直し 

 高圧ガス保安協会及び経済産業省は「LPガス消費者地震対策マニュアル」について、今

回の震災の教訓や津波対策の視点等を盛り込んだ上で改訂版を作成するとともに、講習

会等によりその活用を図る。また、エルピーガス協会及び経済産業省は、エルピーガス

協会としての対応マニュアル等を整備し、都道府県協会における活用を図る。 

（対応策その13）震災対応とコアとなる人材の育成 

 エルピーガス協会及び経済産業省は、震災対応において現場で中心的役割を担う都道府

県協会の職員を対象に、講習会等による人材育成を図る。 

（対応策その14）震災対策に資する安全技術の開発、指針の策定等 

 高圧ガス保安協会及び経済産業省は、震災対策に資する安全技術の開発や指針の策定等

の具体的なテーマの検討・実施を行う。 

注）エルピーガス協会は2012年 4月 1日より全国LPガス協会となっています。 
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http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/lpgas/files/shishin2.pdf

http://www.lpgpro.go.jp/guest/text1/pdf/H26_2014/file_2014_08.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/lp_gas/pdf/001_04_01_01.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/hoan/lp_gas/pdf/001_04_01_02.pdf
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Ⅱ

このイメージは、現在表示できません。

【高知県における容器プロテクター装着と鎖の２本掛けの例】

22

容器プロテクターと
本体との2本掛け 複数本設置も各々に上下2本掛け本体の上下2本掛け



※
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